米国歯科技工業界の危機　（その２・解決策編）

ADAジャーナル・2005年6月号783～786、ゴードン・クリステンセン博士

本年、2月、米国歯科技工業界の現状に関し、シカゴにおいて歯科技工サミット・DTS・

The Dental Technology Summitが開催され、下記4項目を「技工業界が直面している主要な課題・挑戦」として、確認した事が、JADA・2005年５月号誌上で報告された。課題・挑戦（１）教育、及び求人

課題・挑戦（２）歯科技工士資格

課題・挑戦（３）海外における歯科技工制作

課題・挑戦（４）歯科医師・技工士間の相互作用・interactionが貧弱

本号、JADA、6月号では、解決策（案）についての報告を行う。

歯科技工サミットにおいては、4分科会に分かれ、解決策を討議。分科会の検討内容を個々の分科会議長が全員に報告。その後、全体会議で討議、修正、承認を行った。

課題・挑戦（１）教育、及び求人
１．歯科技工について、公衆の認識を高めるべきである。

1 パブリック・リレーション企業を活用し、「歯科技工が立派な職業領域である事の

広報促進方法を開発する。

2 公共ホームページ（web site）により、患者に対し、歯科技工について啓蒙を図る。

歯科技工の質、補綴物製作関連事項（製作者、使用材料、技工士に対する報酬など）

２．カリキュラムの標準化を推進するべきである。
①　歯科技工学生対象の最善のカリキュラム内容、及び教程（2年間プログラム、短期　

学習プログラム、両者の組合せ等）を決定するためのタスク・フォースを設置するべきである。

②　現存の技工士学校が学生に充分な教材支給するための基金・財源確保が必要である。

③　歯科技工に関係する歯科団体、組織を確認し、歯科技工に関する目標達成のため、その力の結集を図る事。
歯科医師会、審美歯科、補綴、歯科医学教育学会、歯科技工士会などが含まれる。
American Academy of Cosmetic Dentistry
American Academy of Esthetic Dentistry
The American College of Prosthodontists

    American Dental Association
American Dental Education Association

National Association of Dental Industries (NADL)

3. 歯科臨床と歯科技工とは一体性（intregration）を深めるべきである。

1 歯科学生と歯科技工学生教育について、一体性を深める方法を開発するべきである。
（地方レベル、国レベルの両方）

2 「有資格の技工士」と「技工所で限定された部分的作業を行う者」を明確に、区別するメカニズムが存在すべきである。

3 技工士学校卒業生、及び歯科技工士資格取得者対象の（試験、及び検証可能な）
実力養成制度を設置すべきである。

4 「技工士に実力があり、種々な実績を達成している事」を　歯科医に認識せしめる方法の開発が必要である。

5 歯科技工士学校は、学生教育における実績面で著名な技工士を採用すべきである。

課題・挑戦（２）歯科技工士資格

１．技工士資格の価値を更に高めるべきである。
①　メーカーは技工士資格の重要性を、プロモートすべきである。

2 以下の組織・団体は技工士資格の重要性を、プロモートすべきである。
Academy of General Dentistry

American Academy of Cosmetic Dentistry

American Academy of Esthetic Dentistry
American College of Prosthodontists
American Dental Association
American Dental Education Association
National Board for Certification in Dental Laboratory Technology

3 歯科技工士（CDT＝Certified Dental Technician）の上級となる「マスター・

歯科技工士＝Master Dental Technician」資格を設けるべきである。

④　歯科組織・団体に対し、ホームページ（web site）に歯科技工士資格取得教育制度
　　に関する情報掲載を要請すべきである。
２．歯科技工士取得を義務付けすべきである。
①　主要な州では技工所経営の際、CDT雇用の義務付け立法化を図るべきである。
　　（例：テキサス州）。ADA（米国歯科医師会）に同意を求めて、説得する事。

2 NADL（米国技工所協会）は歯科技工士資格使用に関するモデル法案（州法規）を所有している。
３．有資格者、及び無資格者双方の登録簿を作成するべきである。
①　全歯科技工従事者の名簿を作成し、コミュニケーションを可能にし、資格取得を助　　

長し、生涯教育を勧める。
②　上記目的達成の為、無資格者名の全国名簿掲載を認めるよう、歯科技工所オーナー　

を教育する。

４．技工士資格取得のための正式な教育の必要性を強調するべきである。
①　現行の国家技工士資格では特定されていないので、正式な必要教育年限を２ケ年、　　　

又は相当とするべきである。
②　現役で、経験期間の長い歯科技工従事者は、「必要教育年限を２ケ年制度」が発効　　　　　　

するまで、（充分に長期間）祖父条項扱いとする。
　　＊祖父条項・grandfatherとは既得権をいう。

課題・挑戦（３）海外における歯科技工制作
１．歯科補綴物は医療機器であるという概念を強調すべきである。
①　FDA・米食品医薬品局の見解では「歯科補綴物は医療機器である」。従って、歯科　　

補綴物の製作については、薬事法を遵守しなければならない。この事を、講演者や歯科組織・団体は歯科医、及び公衆に対し強調すべきである。

②　「歯科補綴物は医療機器である」ことを充分に認識して、政府、歯科医、歯科技工業界はさらに、補綴物の監視を行うべきである。
２．歯科補綴物の製作場所の確認をすべきである。
1 FDA規制の必要条件を実施するため、補綴物製作者・場所の確認作業は強化されるべきである。
2 歯科医、並びに技工関係者はFDA規制への適合の必要性、及び遵守・適合できなかった場合の（望ましくない）結果について、啓蒙されるべきである。
3 ADAは“患者の補綴物（製作地、使用材料など）について知る権利”と取組むべきであり、歯科組織・団体もこれを支持すべきである。
３．510K（薬事承認取得済）材料が確実に使用されるべきである。
①　メーカーがFDAに対し市販前承認（510K）手続きを完了している材料のみが
　　補綴物製作に使用されるべきである。
②　FDA、歯科医、及び歯科技工業界は、外国技工所を登録させ、FDA規制を遵守さ　

せるべきである。
③　NADLは外国製補綴物をｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞする技工所に対し、使用されている材料の特定　　

と確認を勧めるべきである。
４．指示書の徹底を確保するべきである。
①　歯科医の作成する技工指示書は外国技工所へ確実に届けられるべきである。
５．外国製補綴物の流入障壁に関する検討を進めるべきである。
①　外国製補綴物の米国内流入に対する輸入障壁の引き上げも検討されるべきである。
②　米国技工所は外国技工所の登録を助長すべきである。
６．外国技工所は教育、研究分野における歯科医を支持する米国業界資源を希釈すべき　

ではない。(未熟練技術の導入や質低下を回避するの意？)

1 ADA、及び地方歯科医師会は外国において製作される補綴物に関する薬事法規制を進めるべきである。
2 技工所は国内製補綴物と外国製補綴物を区別する料金構造を設けるべきである。

課題・挑戦（４）歯科医師・技工士間の相互作用・interactionが貧弱

１．ADA、歯科大学、及び歯科技工コミュニテイ間における歯科医師・技工士間の相互作用価値観は増進されるべきである。
1 歯科医と歯科技工業界は協力し、「歯科技工士は歯科医、並びに患者双方にとって、必要、且つ、価値がある」という立場を支持する“白書”をデータをつけて発行しなければならない。
2 歯科技工士が歯科関連団体・組織の会員資格を有する事を勧める。
3 公衆はメデｲアの出版物や広告を通じ、歯科技工士について啓蒙を受けるべきである。

4 メーカーはかかる努力に関わる費用に付き、歯科団体・組織と分担すべきである

5 患者権利法（The Patient’s Bill of Rights）を修正し、患者が必要とし、又、望むのであれば、患者が技工士に面会できるようにすべきである。
２．歯科学生、歯学教育者、歯科技工士、及び患者間において、有用な（viable）関係が創造されるべきである。
①　“望まれるべき歯科医師と歯科技工士との関係”は、歯科医と技工業界が協業し、ADAジャーナル、及び歯科医学教育誌に掲載されるべきである。

②　“歯科医と技工業界間の関係の質”の改善を図るためのキャンペーンが展開されるべきである。

3 全般的な歯科診療における歯科技工の役割について、患者教育が出来るよう、開業医を訓練すべきである。

4 メーカーに対し、歯科技工所を教育の場として活用するための資金とアイデア提供するように求めるべきである。

5 講演者は講演内に示説された歯科技工技術の責任技工士名を紹介すべきである。

6 歯科大学は、「開業医における歯科医―技工士・チームの機能の在り方」について、

カリキュラムに取り入れ、歯科医と技工士が、歯科学生に教えるための時間を与えるべきである。
7 メディア出版物においては、“歯科医と技工士間のパートナーシップ”に焦点を当てるべきである。

３．歯科技工のベースライン標準が開発されるべきである。
①　歯科技工のベースライン標準は、製作物、及びコンピテンシーの両面において開発　

されるべきである。
②　歯科医と技工士の相関関係の涵養、及び相互のスキル向上のため、歯科医、及び
　　歯科技工士は研修コース・セミナーに参加すべきである。

③　技工士、及び歯科医師の倫理的、並びに法的責任について規定をすべきである。

④　歯科医、及び技工士による倫理的、並びに法的過誤審査を目的とする“同僚評価・ピア・レビュー・peer review）委員会が設置されるべきである。

まとめ

米国歯科技工業界は、JADA、5月号に掲載された「技工業界が直面している主要な課題・挑戦・4項目」への即時の取り組み、即時の変革が必要であるように観察される。

JADA、5月号は「課題・挑戦編」、JADA、6月号は「解決策編」である。

以上、多少難解でしたが、要訳を致しました。お役に立てば幸甚です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱　モリタ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧問　増田次郎
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